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３．計画に基づき実施する事業 
 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

       設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業  

事業名 【No.1】在宅医療拠点運営事業 
 

【総事業費】 
17,940 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県、千葉県看護協会、千葉県歯科医師会、千葉県リハビリテーショ

ン支援センター、地域リハビリテーション広域支援センター（病院） 
事業の目標 ・在宅歯科に関する相談実施件数 

62 件（平成 26 年度）→100 件（平成 27 年度） 

・訪問看護に関する総合相談実施件数 

 85 件（平成 26 年度）→150 件（平成 27 年度） 

・リハビリテーション支援拠点の運営 

 全県支援拠点 1 か所（平成 27 年度） 

 圏域支援拠点（圏域毎に 1か所） 9 箇所（平成 27 年度） 

 

・在宅療養支援歯科診療所数 

177 箇所（平成 27 年 6 月）→増加（平成 28 年 6 月） 

・訪問看護ステーション数 

 284 箇所（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

・千葉県地域リハビリテーション連携指針の見直し 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 在宅医療を推進するため、相談窓口の運営、普及啓発、情報提供などを

実施するとともに、多職種連携や医療機関相互の連携に関する調整など

を推進する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

17,940 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
2,814 

 基金 国（Ａ） (千円) 
11,959 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
5,981 

民 (千円) 
9,145 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
17,940 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
9,145 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
 



事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業  

事業名 【No.2】在宅歯科診療設備整備事業 【総事業費】 
21,250 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関（歯科診療所） 

事業の目標 ・在宅歯科医療機器等の購入を支援した歯科診療所 

5 施設（平成 26 年度）→13 施設（平成 27 年度） 

 

・在宅療養支援歯科診療所数 

177 箇所（平成 27 年 6 月）→増加（平成 28 年 6 月） 

・安心で安全な在宅歯科医療の提供体制が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 安全で質の高い、在宅歯科診療を行う歯科診療所の増加を図るために、

在宅歯科診療を行う歯科診療所に対して在宅歯科医療機器及び医療安全

体制を確立するために必要な装置（ＡＥＤやパルスオキシメーター等）

の購入費用を補助する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

21,250 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
8,333 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,167 

民 (千円) 
8,333 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,500 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

8,750 
備考  

 
  



事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業  

事業名 【No.3】在宅医療推進支援事業 【総事業費】 
12,607 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県、千葉県医師会 

事業の目標 ・在宅医療推進連絡協議会の開催 １回 

・県内全ての地区医師会において、在宅医療の推進について課題、多職

種連携のあり方、基本的な方向性について検討する。 

・市町村職員や介護関係者を対象にした研修参加数 150 人 

・県民を対象にした在宅医療フォーラムの参加数  150 人 

 

・在宅療養支援診療所数 
345 箇所（平成 27 年 6 月）→ 増加（平成 28 年 6 月） 

・在宅医療の推進について、市町村や在宅医療介護関係者との協議が進

んでいる地域が増える。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  在宅医療に関わる医療・福祉関係者による協議会を開催し、在宅医療

や地域の課題について検討するとともに関係者の連携強化により在宅医

療の推進を図る。 
 県内全ての地区医師会において、在宅医療の推進について、会議、研

究会、講演会等を開催し検討する。 
 市町村職員や介護関係者、県民を対象にした在宅医療に関する研修等

を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

12,607 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
738 

 基金 国（Ａ） (千円) 
8,405 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,202 

民 (千円) 
7,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
12,607 

うち受託事業等

（再掲）(千円) 

7,667 その他（Ｃ） (千円) 
備考  

  



事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業  

事業名 【No.4】入院患者退院時支援事業 【総事業費】 
10,956 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県医師会、医療機関 

事業の目標 ・2ヵ所のモデル地域において、地域の医療介護関係者で退院時の連携ル

ールを決定でき、ルールに基づいた退院時支援ができる 

各地域モデル 3例実施（平成 27 年度） 

・高齢者入院患者（主診断名が統合失調症）の地域移行の実施病院数 

 6 病院（平成 27 年度） 

 

・入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数 

37 箇所（平成 24 年 9 月）→ 増加（平成 27 年度）  

・地域における医療と福祉の連携体制が構築されるとともに、関係機関

の支援のノウハウが蓄積される。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 ・脳卒中患者の退院時支援について、モデル地域（2 地域）において、関

係者が地域の実情にあわせた退院時支援ルールを決め、実践・検証を行

う。（3 年計画の 2 年目） 
・概ね 60 歳以上の主診断名が統合失調症の入院患者に対し、病院内外の

多職種からなるチームで、退院に向けた支援をモデル的に実施する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

10,956 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
7,304 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
3,652 

民 (千円) 
7,304 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,956 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
7,304 その他（Ｃ） (千円) 

備考  
  



事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業  
事業名 【No.5】病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備

事業 
 

【総事業費】 
1,429,642 

千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口 10 万対） 

54 床（平成 27 年 4 月）→ 増加（平成 29 年 4 月） 

 

・病床の機能分化が図られる 

 

※医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成２６年度）による

事業と一体的に執行し評価を行う。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
事業の内容 県内の病院が実施する回復期リハビリテーション病床、地域包括ケア病

床の整備に要する費用の一部を助成する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

1,429,642 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
476,547 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
238,274 

民 (千円) 
 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
714,821 

 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

714,821 
備考 27 年度：260,000 千円 28 年度：454,821 千円 

 
 



事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.6】医療情報連携システム整備促進事業 【総事業費】 

33,000 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関、市町村等 

事業の目標 ・（本事業による）医療情報連携システムの構築数 
  3 箇所（平成 27 年） 
 
・ICT を活用した医療機能分化促進により、病院と診療所の連携が進む。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 地域の医療資源を有効に活用し、患者に質の高い医療を提供できる体制

づくりを促進するために、医療機関等が行う医療情報連携システムの導

入に対して助成する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

33,000 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
11,000 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
5,500 

民 (千円) 
11,000 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,500 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

16,500 
備考  

 
  



事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.7】医療機関機能強化・機能分化促進事業 

 
【総事業費】 

2,325,537 
千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・    

君津・市原 

事業の実施

主体 
医療機関 
 

事業の目標 ・地域の中核的医療機関等の医療機能強化・機能分化連携を図る 
1 施設(平成 28 年度～平成 29 年度) 
 
・医療機能強化・機能分化連携が図られる 
※医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成２６年度）による

事業と一体的に執行し評価を行う。 
事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

 
事業の内容 地域医療構想の達成に向け、医療機関の機能強化と機能分化・地域の  

医療連携体制の構築を図ろうとする地域の中核的な医療機関や救急・ 

小児・周産期・がん医療等の特殊医療機能を有する医療機関が施設設備

整備を行う場合、その費用の一部を助成する。 

事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,325,537 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
516,786 

基金 国（Ａ） (千円) 
516,786 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
258,393 

民 (千円) 
 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
775,179 

 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

1,550,358 
備考 28 年度：6,384 千円 29 年度：768,795 千円 



 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業  
事業名 【No.8】がん診療施設整備事業 【総事業費】 

402,324 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・がん診療施設整備実施病院数  5 施設（平成 27 年度） 
 
・がん診療の機能強化が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 がんの診断、治療を行う病院の施設・設備整備を図るため、整備に要す

る費用について一部を助成する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

402,324 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
43,200 

 基金 国（Ａ） (千円) 
89,405 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
44,703 

 

民 (千円) 
46,205 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

134,108 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

268,216 
備考  

 
 
 
 
 



 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.9】医師キャリアアップ・就職支援センター運営事業 【総事業費】 
50,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
ＮＰＯ法人千葉医師研修支援ネットワーク 

事業の目標 ・臨床研修病院合同説明会参加者数 1,000 人以上（平成 27 年度） 

・医療技術研修受講者数 300 人以上（平成 27 年度） 

 

・臨床研修医マッチ率 

 81.2％（平成 26 年度）→増加（平成 27 年度） 

・初期臨床研修修了者の県内定着率 

61.1％（平成 26 年 3 月修了者）→ 増加を目指します（平成 28 年 3

月修了者） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 県内で初期・後期臨床研修を受ける医師の確保や、研修修了後の県内就

業を促進するために、就職説明会での県内病院の紹介、女性医師への就

業相談や登録研修医への後期研修プログラム情報提供など、若手医師の

県内定着を促進する事業を実施する。 
また、研修医等が最先端のシミュレータ機器を活用して、内視鏡検査や

手術など安全に高度な医療技術を習得できる研修の支援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

50,000 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
33,333 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
16,667 

民 (千円) 
33,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
50,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.10】女性医師等就労支援事業 【総事業費】 
109,172 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・女性医師等就労支援に取り組む医療機関の増加 

10 施設（平成 26 年度）→ 14 施設（27 年度） 

 

・県内医療機関従事医師の女性医師割合 

 19.0％（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 女性医師等に対し、勤務条件の緩和、働きやすい職場環境の整備、育児

休業復帰後の女性医師等に対するキャリア形成の支援など、子どもを持

つ女性医師等が働きやすい職場づくりに総合的に取り組む事業者を支援

する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

109,172 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
10,397 

 基金 国（Ａ） (千円) 
36,391 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
18,195 

民 (千円) 
25,994 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

54,586 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

54,586 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.11】医療勤務環境改善支援センター事業 【総事業費】 
960 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県 

事業の目標 ・勤務環境に関するアドバイス実施医療機関 30 施設（平成 27 年度） 

 

・看護職員の離職率 

 12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 県内の病院又は診療所における医療従事者の医療勤務環境改善の取組み

を促進し、医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図るため、専門ア

ドバイザーによる専門的な助言やノウハウの提供等を行う。 
また、勤務環境改善マネジメントシステムの進め方、先進事例について

の研修会を開催する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

960 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
640 

基金 国（Ａ） (千円) 
640 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
320 

 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
960 

 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.12】 がん患者口腔ケア医療連携事業 【総事業費】 
1,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県歯科医師会 

事業の目標 ・手術前患者に対する口腔ケアを行う歯科医師の登録数 

 440 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

 

・地域の歯科医院と連携してがん患者の口腔ケアを行う医療機関の増加 

2 箇所（平成 26 年度）→4箇所（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 がん患者の口腔衛生状態の向上による、がん合併症の予防・軽減等を図

るとともに退院後も継続的に歯科治療が受けられるように、歯科医師等

に対する講習会や連携医療機関の拡大のための研修会を開催。また、事

業を推進するためのがん治療医療機関関係者による会議を開催し、医科

歯科連携体制を構築する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 
1,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
667 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
333 

 

民 (千円) 
667 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,000 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
667 

 
その他（Ｃ） (千円) 

備考  
 
  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.13】薬剤師復職支援事業 【総事業費】 
 800 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県薬剤師会 

事業の目標 ・復職支援講習会受講者数 10 人（平成 27 年度） 

 

・薬局・医療施設従事薬剤師 

9,583 人（平成 24 年）→ 増加 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 薬剤師の復職を支援するためのカリキュラムを作成し、復職する薬剤師

に対し、当該カリキュラムに基づく研修を地域ごとに実施し、薬剤師の

復職を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

800 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
533 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
267 

 

民 (千円) 
533 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

800 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
533 

 
その他（Ｃ） (千円) 

備考 27 年度：800 千円 
  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.14】看護師等学校養成所整備事業 
 

【総事業費】 
355,506 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
看護師等学校養成所 医療機関 

事業の目標 ・養成学校整備数 3 施設（平成 27 年度～平成 28 年度） 

・実習病院支援数 20 施設（平成 27 年度） 

 

・看護師人数 49,548 人（平成 24 年）→ 増加（平成 29 年） 

・県内看護師等学校養成所の１学年定員 

 2,293 人（平成 25 年度）→ 2,550 人（平成 28 年度） 

・補助金交付病院における看護実習生の受入増加人数（累計） 

 773 人（平成 26 年度）→ 1,173 人（平成 27 年度） 

※医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成２６年度）による

事業と一体的に執行し評価を行う。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
 

事業の内容 県内で不足している看護職員の養成・定着を促進するため、看護師等学

校養成所の新設・増改築に伴う施設・設備整備に要する経費及び県内の

看護師等学校養成所からの新たな看護実習生受け入れに伴う経費の一部

を助成する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

355,506 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
4,000 

基金 国（Ａ） (千円) 
118,502 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
59,251 

民 (千円) 
114,502 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
177,753 

 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

177,753 
備考 27 年度：20,000 千円 28 年度：157,753 千円 



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.15】看護師等学校養成所運営支援事業 【総事業費】 
212,830 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
看護師等養成所 

事業の目標 ・運営費補助看護師等養成所数 15 施設（平成 27 年度） 

 

・県内看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 

67.7%（平成 27 年 3 月卒業生）→ 増加（平成 28 年 3 月卒業生） 

 

※医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成２６年度）による

事業と一体的に執行し評価する。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 県内で不足している看護職員の養成・定着を促進するため、看護師等養

成所の運営に必要な経費を補助することにより、看護師等養成所の教育

を充実させるとともに、経営の安定を図る。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

212,830 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
7,405 

 基金 国（Ａ） (千円) 
141,887 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
70,943 

 

民 (千円) 
134,482 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

212,830 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.16】看護職員研修事業 
 

【総事業費】 
158,135 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関、千葉県看護協会、千葉県助産師会 

事業の目標 ・新人看護職員研修受講者数 2,099 人（平成 27 年度） 

・看護職員研修受講者数 120 人（平成 27 年度） 

 

・新人看護職員の離職率 

 7.9％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

・看護職員の離職率 

 12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  新人看護職員研修ガイドラインに沿った新人看護職員に対する研修を

実施した医療機関に対し助成する。 
 また、医療の高度化・専門化に対応した良質で安全な看護の提供を行

うための研修を実施する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

158,135 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
30,837 

 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
49,040 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
24,520 

 

民 (千円) 
18,203 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

73,560 
 

うち受託事業等

（再掲） 

 (千円) 
5,739 その他（Ｃ） (千円) 

84,575 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.17】看護師勤務環境改善施設整備事業 【総事業費】 
29,379 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・看護師勤務環境改善施設整備数 3 施設 （平成 27 年度） 

 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 看護職員の離職防止を図るため、スタッフステーション、処置室及びカ

ンファレンスルーム等の看護職員が働きやすい職場環境の整備に必要な

設備の拡張、新設等の工事費（工事請負費）を助成する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

29,379 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
6,464 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
3,231 

 

民 (千円) 
6,464 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,695 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

19,684 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.18】保健師等修学資金貸付事業 【総事業費】 
229,020 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県 

事業の目標 ・貸付人数 新規 500 名、継続 630 名（平成 27 年度） 

 

・修学資金貸付者の県内就業率 

87.5%（平成 27 年 3 月卒業生）→ 増加（平成 28 年 3 月卒業生） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 看護師等学校養成所等に在学する者のうち、卒業後、県内で看護業務に

従事しようとする者に対して修学資金の貸付を行い、県内における看護 

職員の確保及び質の向上を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

229,020 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
139,146 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
69,573 

 

民 (千円) 
139,146 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

208,719 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

20,301 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.19】ナースセンター事業 【総事業費】 
13,860 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県看護協会 

事業の目標 ・講習会の参加人数 54 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

・出張相談の相談者数 70 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

 

・未就業看護職員の再就業者数 

131 人（平成 26 年度）→ 150 人（平成 27 年度） 

※医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成２６年度）による

事業と一体的に執行し評価を行う。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 看護職者の就業の促進と確保を図ることを目的として、無料職業相談事

業を充実させ、未就業者を対象とした再就業に向けた講習会・相談会を

開催すると共に、看護の PR や看護進路相談、普及啓発事業などを実施

する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

13,860 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
9,240 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,620 

 

民 (千円) 
9,240 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,860 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.20】歯科衛生士復職支援研修事業 【総事業費】 
2,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県歯科医師会 

事業の目標 ・復職支援研修会参加者数 

37 人（平成 26 年度）→参加者数 90 人（平成 27 年度） 

 

・就業歯科衛生士数 

4,035 人（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年７月頃～平成２８年３月３１日 
事業の内容 未就業の歯科衛生士に対し、在宅歯科診療等の最新知識や技術を習得す

るための研修会を実施することで復職を支援する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 
2,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
1,333 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
667 

 

民 (千円) 
1,333 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,000 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,333 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.21】病院内保育所運営事業 【総事業費】 
689,713 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関等 

事業の目標 ・病院内保育所を運営する医療機関数 

 81（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 病院等に従事する職員のために医療機関等が行う医療施設内の保育施設

を運営する事業に対し助成する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

689,713 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
13,870 

 
 

基金 国（Ａ） (千円) 
304,965 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
152,482 

 

民 (千円) 
291,095 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

457,447 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

232,266 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22】医師不足病院医師派遣促進事業 【総事業費】 
97,500 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・派遣医師数 8 人（平成 27 年度） 

 

・自治体病院の医師不足数の減少が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 地域医療の基盤を支える県内自治体病院の医師不足の解消を促進するた

め、医療機関が県内自治体病院への医師派遣を行う場合に助成する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

97,500 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
43,333 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
21,667 

 

民 (千円) 
43,333 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

65,000 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

32,500 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.23】産科医等確保・育成事業 
 

【総事業費】 
145,569 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・産科医等の処遇改善に取り組む医療機関 59 施設（平成 27 年度） 

・産科における研修を専攻する医師の処遇改善に取り組む医療機関  

6 施設（平成 27 年度） 

 

・医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口 10 万対） 

7.1（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 産科・産婦人科医及び助産師の処遇改善等に取り組む医療機関に対して

分娩手当等を助成するほか、臨床研修終了後、産科における研修を専攻

する医師に研修手当を支給する医療機関に対して助成する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

145,569 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円)
5,137 

基金 国（Ａ） (千円) 
32,349 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
16,174 

 

民  (千円) 
27,212 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
48,523 

 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

97,046 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.24】新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費】 
4,326 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・補助対象施設（新生児担当医手当支給病院）数  

2 施設（平成 26 年度）→増加（平成 27 年度） 

 

・医療施設従事医師数（小児科）（人口 10 万対） 

10.0（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年度） 

・新生児死亡率 1.0（平成 25 年）→ 減少（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 過酷な勤務状況にある新生児担当医の処遇の改善を図るため、NICU に

おいて新生児医療に従事する医師に対して新生児担当手当等を支給する

場合に、その一部を助成する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
 (千円) 

4,326 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公  (千円) 
308 

基金 国（Ａ）  (千円) 
961 

都道府県 
（Ｂ） 

 (千円) 
481 

民  (千円) 
653 

 
計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,442 
うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 

その他（Ｃ）  (千円) 
2,884 

備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.25】小児二次救急医療対策事業 
 

【総事業費】 
134,179 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 ・補助実施施設数 3 施設（平成 27 年度） 

・補助実施市町村等 4 団体（平成 27 年度） 

 

・小児二次救急医療機関数の維持 34 箇所（平成 27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 広域を対象に、休日及び夜間における小児救急医療の拠点となる病院の

運営費に対し助成するほか、市町村等が小児救急医療のため病院群輪番

制方式による休日及び夜間の診療体制を整備した場合に、その運営費に

対し助成する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

134,179 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
59,635 

 基金 国（Ａ） (千円) 
81,208 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
40,603 

 

民 (千円) 
21,573 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

121,811 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

12,368 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.26】小児救急地域医師研修事業 【総事業費】 
 537 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県医師会 

事業の目標 ・研修参加者数 

97 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

 

・小児救急の質の向上が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 地域の小児救急医療体制の補強及び質の向上を図るため、小児科医師、

内科医師等を対象として、小児救急医療及び児童虐待に関する研修を実

施する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

537 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
358 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
179 

 

民 (千円) 
358 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

537 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
358 その他（Ｃ） (千円) 

 
備考  



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.27】小児救急電話相談事業 【総事業費】 
33,032 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 
君津・市原 
 

事業の実施

主体 
千葉県医師会 

事業の目標 ・小児救急電話相談件数 

18,537 件（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

 

・小児救急の質の向上が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 夜間における子どもの急病・けがについての保護者等からの電話相談に

対し、看護師・小児科医が症状に応じた助言と適切な受診判断を行うこ

とにより、地域小児救急医療を補完する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

33,032 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 
22,021 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
11,011 

 

民 (千円) 
22,021 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

33,032 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
22,021 

 
その他（Ｃ）  (千円) 

備考  
 
 
 
 
 
 



事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28】救急基幹センター運営事業  【総事業費】 
66,813 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 
 

事業の実施

主体 
医療機関 

事業の目標 救急基幹センターの設置数（3 箇所）→ 維持する。 
 
心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後生存率 増加（平成 27 年） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 救命救急センター未整備又は人口・面積規模の大きな保健医療圏につい

て、３次救急医療機関の補完を図るために設置する救急基幹センターの

運営に必要な救急勤務医師・看護師等の確保に必要な費用を助成する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
(千円) 

66,813 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
4,031 

基金 国（Ａ） (千円) 
14,847 

 
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
7,424 

 

民 (千円) 
10,816 

 
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,271 
 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 
 

その他（Ｃ）  (千円) 
44,542 

備考  
 
 
 
 



 
 

３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
【No.29】介護基盤整備交付金事業 

【総事業費】 
910,810 千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・市原 

事業の実施
主体 市町村 

事業の目標 「高齢者が個性豊かに生き生きと、安心して暮らし続けられる地域社会の実現」

を基本理念とし、「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、千葉県高齢者保健

福祉計画（第６期千葉県介護保険事業支援計画）において計画している地域密着

型サービス施設等の整備に対して支援することにより、地域の実情に応じた介護

サービス提供体制の整備を促進する。 
【各サービスの整備目標】（H26→H27 の目標値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,590 床→  1,793 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 609 人／月分→1,011 人／月分 

・認知症対応型デイサービスセンター 13,359 回／月分→15,844 回／月分 

・認知症高齢者グループホーム 5,960 人／月分→ 6,563 人／月分 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1,742 人／月分→2,196 人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 78 人／月分→143 人／月分 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム ８７床（３カ所） 

認知症高齢者グループホーム ７２床（３カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所 ２６１人／月分（９カ所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １０カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２９人／月分（１カ所） 

 認知症対応型デイサービスセンター ３カ所 

 地域包括支援センター ２１カ所 
 



 
 
事業に要す

る費用の額 

事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

910,810 

(千円) 

598,313 

(千円) 

299,157 

(千円) 

13,340 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

    

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

    

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

    

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

910,810 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

598,313 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

299,157 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

598,313 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

897,470 

その他（Ｃ） 
(千円) 

13,340 

備考  

 

  



事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
【No.30】広域型施設等の開設準備支援等事業補助 

【総事業費】 
540,270 千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・市原 

事業の実施
主体 千葉県 

事業の目標 「高齢者が個性豊かに生き生きと、安心して暮らし続けられる地域社会の実現」

を基本理念とし、「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、千葉県高齢者保健

福祉計画（第６期千葉県介護保険事業支援計画）において計画している広域型特

別養護老人ホームの開設準備経費に対して支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
  
【各サービスの整備目標】（H26→H27 の目標値） 
・広域型特別養護老人ホーム    20,327 床→ 22,151 床 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容  

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
  

整備予定施設等 

 広域型特別養護老人ホーム 

（政令市・中核市整備分を除く） 
８７０人（１０カ所） 

 
 
 
 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

    

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

540,270 

(千円) 

360,180 

(千円) 

180,090 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

    

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

 

 

 

 

   



金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

540,270 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

360,180 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

180,090 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

360,180 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

540,270 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  

 

 
  



事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
【No.31】地域密着型施設等の開設準備支援等事業交付金 

【総事業費】 
581,509 千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・市原 

事業の実施
主体 市町村 

事業の目標 「高齢者が個性豊かに生き生きと、安心して暮らし続けられる地域社会の実現」

を基本理念とし、「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、千葉県高齢者保健

福祉計画（第６期千葉県介護保険事業支援計画）において計画している地域密着

型サービス施設等の開設準備経費に対して支援することにより、地域の実情に応

じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
  
【各サービスの整備目標】（H26→H27 の目標値） 
・広域型特別養護老人ホーム    20,327 床→ 22,151 床 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,590 床→  1,793 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 609 人／月分→1,011 人／月分 

・認知症高齢者グループホーム 5,960 人／月分→ 6,563 人／月分 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1,742 人／月分→2,196 人／月分 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 78 人／月分→143 人／月分 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容  

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

  
 
 
 
 
 

整備予定施設等 

 広域型特別養護老人ホーム ３８０人（５カ所） 

訪問看護ステーション 

（大規模化やサテライト型事業所の設置） 
５カ所 

 地域密着型特別養護老人ホーム １４５人（５カ所） 

 認知症高齢者グループホーム ９０人（４カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所 １０８人（１１カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 ６人（１カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １１カ所 



事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 

その他 
（Ｃ） 

国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

    

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

581,509 

(千円) 

387,673 

(千円) 

193,836 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

    

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

    

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

581,509 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

公 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

387,673 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

193,836 

民 うち受託事業等

（再掲） 
(千円) 

387,673 計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

581,509 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考  

 



３．計画に基づき実施する事業  

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進 

      事業 

事業名 【No.32】福祉・介護人材参入促進事業 【総事業費】 
31,450 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

市町村、介護士養成所等 

事業の目標 福祉・介護体験、セミナー開催数 103 回以上  

 

介護職員の就労者数 65,814 人（平成 24 年）⇒81 千人（平成 27 年） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 市町村や介護士養成所等が、小～大学生、高齢者や主婦等の一般の方を対象

に、福祉・介護の仕事の大切さと魅力を伝えるための福祉・介護体験やセミ

ナー等の開催を促進する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
31,450 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
6,300 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
20,967 

民 (千円) 
14,667 

都道府県（Ｂ） (千円) 
10,483 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
31,450 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 



 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場

体験事業 

事業名 【No.33】職業体験事業 【総事業費】 
5,550 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（千葉県社会福祉協議会に委託） 

事業の目標 体験人数 180 人以上 

 

介護職員の就労者数 65,814 人（平成 24 年）⇒81 千人（平成 27 年） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 他分野からの離職者等が福祉・介護の仕事の魅力と実際の現場を知るため

に、職場体験を行う機会を提供し、就労意欲を喚起させる。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
5,550 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
3,700 

民 (千円) 
3,700 

都道府県（Ｂ） (千円) 
1,850 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
3,700 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
5,550 

その他（Ｃ） (千円) 
備考  

 

  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）参入促進のための研修支援 

 （小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

       

事業名 【No.34】介護職員初任者研修受講支援事業 【総事業費】 
1,800 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

市町村 

事業の目標 受講者数 40 人以上 

 

介護職員の就労者数 65,814 人（平成 24 年）⇒81 千人（平成 27 年） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 県内の介護事業所等に就労間もない者又は就労を予定している者が介護職

員初任者研修を修了した場合、その研修費用に対し助成する事業を実施する

市町村を支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
1,800 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
1,200 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
1,200 

民 (千円) 
 

都道府県（Ｂ） (千円) 
600 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
1,800 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 

 

 



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.35】福祉・介護人材マッチング機能強化事業 【総事業費】 
6,750 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

市町村、介護事業者等 

事業の目標 合同面接会の開催回数 17 回以上 

 

介護職員の就労者数 65,814 人（平成 24 年）⇒81 千人（平成 27 年） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 地域ごとに合同面接会等を実施する市町村及び事業者等を支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
6,750 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
2,500 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
4,500 

民 (千円) 
2,000 

都道府県（Ｂ） (千円) 
2,250 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
6,750 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 

 

 

 



 
 

事業の区

分 

５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.36】福祉・介護人材マッチング機能強化事業（委託） 【総事業費】 
15,000 千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実

施主体 

千葉県（千葉県社会福祉協議会に委託） 

事業の目

標 

就職等相談件数 450 件以上 

福祉のしごと施設見学会 10 施設以上 

就活ミニ講座受講者数 75 人以上 

セミナー参加人数 60 人以上 

 
介護職員の就労者数 65,814 人（平成 24 年）⇒81 千人（平成 27 年） 

事業の期

間 

平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内

容 

千葉県福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、介護事業所等にお

ける求人ニーズの把握や就職相談、就職説明会等の実施や事業所等の経営者

に対して会計・財務・人事等に関するトータルマネジメントについてセミナ

ー等を実施する。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
15,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

民 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
10,000 

民 (千円) 
10,000 

都道府県（Ｂ） (千円) 
5,000 

うち受託事業等（再掲） 

(千円) 
10,000 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,000 
その他（Ｃ） (千円) 

備考  

 



 
 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.37】介護職員等対象の喀痰吸引等研修事業 【総事業費】 
42,200 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（千葉県看護協会等に委託） 

事業の目標 ・喀痰吸引等研修修了者 200 名以上 

・指導者養成講習修了者 60 名以上 

 

・喀痰吸引のできる介護職員がいる介護施設が増加し、介護施設の質の向上

が図られる。 

・介護職員の離職率 16.4％（平成 25 年）⇒減少を目指します（平成 27 年） 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護施設等において介護職員が喀痰吸引・経管栄養を行うための研修及び研

修の指導者を養成するための講習を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
42,200 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
28,133 

民 (千円) 
28,133 

都道府県（Ｂ） (千円) 
14,067 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
28,133 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
42,200 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 

 



 
 

  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.38】福祉・介護人材キャリアパス機能強化事業 【総事業費】 
22,750 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

市町村、介護事業者等 

事業の目標 研修受講者数 3,700 人以上 

介護職員の離職率 16.4％（平成 25 年）⇒減少を目指します（平成 27 年） 

福祉・介護に携わる職員が経験年数に応じてスキルアップでき、質の向上を 

図る。 

 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 福祉・介護人材の就労年数や職域階層等に応じた知識や技術等を修得し、ス 

キルアップ等を促進するための研修等を実施する市町村及び事業者等を支 

援する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
22,750 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
4,500 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
15,167 

民 (千円) 
10,667 

都道府県（Ｂ） (千円) 
7,583 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
22,750 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.39】介護支援専門員専門研修（法定研修）      【総事業費】 
210 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県 

事業の目標 ・指導者・リーダー会議開催 1 回以上（平成 27 年度） 

 

・実務従事者対象の専門研修（法定研修）において 

・対人個別援助技術演習の理解できた者の割合 90％以上 

・サービス担当者会議演習が役立つと回答した者の割合 90％以上 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 実務研修及び更新研修等の講師や演習指導者である指導者・リーダーに対

し、指導者として活動するための情報の提供・交換、研修運営方針、課題の

共有等を行う指導者・リーダー会議を開催する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
210 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
140 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
140 

民 (千円) 
 

都道府県（Ｂ） (千円) 
70 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
210 

その他（Ｃ） 

 

   (千円) 

備考  

 

 

 



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）人材育成力の強化 

 （小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

事業名 【No.40】メンタルヘルスサポート事業 【総事業費】 
3,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（千葉県社会福祉協議会に委託） 

事業の目標 メンタルヘルス等相談件数 200 件以上 

出張相談会参加者数 60 人以上 

 

介護職員の離職率 16.4％（平成 25 年）⇒減少を目指します（平成 27 年） 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 千葉県福祉人材センターに臨床心理士等の相談支援アドバイザーを配置し、

就労間もない介護職員等に対し巡回相談を行うとともに、事業者に定着支援

のためのアドバイスを行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
3,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
2,000 

民 (千円) 
2,000 

都道府県（Ｂ） (千円) 
1,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
3,000 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 

  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）研修代替要員の確保支援 

 （小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.41】介護福祉士試験実務者研修及び認知症介護指導者養

成研修に係る代替職員の確保事業 
【総事業費】 
23,160 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

 

事業の実施

主体 

市町村、介護事業者等 

事業の目標 実施事業所 

・介護福祉士試験実務者研修派遣事業所数 20 箇所 

・認知症介護指導者養成研修派遣事業所数 3 箇所 

 

介護職員の離職率 16.4％（平成 25 年）⇒減少を目指します（平成 27 年） 
介護福祉士や、認知症介護指導者の資格を持つ職員の増加による介護職員の

質の向上を図る。 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護従事者が介護福祉士試験の受験要件となる実務者研修や認知症介護指

導者養成研修を受講する際、事業者に対し従事者の代替職員を確保するため

の費用を支援する。また、市町村が同様の助成を実施した場合に支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
23,160 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
3,000 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
15,440 

民 (千円) 
12,440 

都道府県（Ｂ） (千円) 
7,720 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
23,160 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 

  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）潜在有資格者の再就業促進事業 

 （小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.42】潜在有資格者等再就職促進事業 【総事業費】 
6,750 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

市町村、介護事業者等 

事業の目標 研修会開催数 17 回 

 

介護職員の就労者数 65,814 人（平成 24 年）⇒81 千人（平成 27 年） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護福祉士等の福祉・介護への再就職が進むよう介護サービスの知識や技術

等を再確認するための研修を実施する市町村及び事業者等を支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
6,750 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
2,500 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
4,500 

民 (千円) 
2,000 

都道府県（Ｂ） (千円) 
2,250 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
6,750 

その他（Ｃ） (千円) 
備考  

  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.43】職場環境改善普及促進事業 【総事業費】 
6,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

介護事業者等 

事業の目標 研修会開催数 6 回以上  

 

介護職員の離職率 16.4％（平成 25 年）⇒減少を目指します（平成 27 年） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 管理者等に対する具体的な雇用管理改善方策に関する研修等を実施する事

業者等を支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
6,000 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
4,000 

民 (千円) 
4,000 

都道府県（Ｂ） (千円) 
2,000 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
6,000 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 
  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.44】認知症対応型サービス事業管理者等研修及び認知症

介護フォローアップ研修 
【総事業費】 

2,257 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（ちば地域密着ケア協議会、認知症介護研究・研修東京センターに委

託） 

事業の目標 認知症対応型サービス事業管理者等研修受講人数 300 人以上 
 
介護職員の離職率 16.4％（平成 25 年）⇒減少を目指します（平成 27 年） 
グループホーム管理者が入所者に対しより良いケアが提供できるようにな

るなど質の向上が図られる。 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 グループホーム等を管理・運営していくために必要な知識及び技術の修得を

目的とし事業所の管理者に受講が義務付けられている研修を実施する。 

また、認知症介護実践研修の指導者に対し、最新の認知症介護に関する高度

な専門的知識等を修得させるとともに、教育技術等の向上を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
2,257 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
1,205 

民 (千円) 
1,205 

都道府県（Ｂ） (千円) 
603 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
1,205 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
1,808 

その他（Ｃ） (千円) 
449 

備考  

  

  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.45】かかりつけ医及び認知症サポート医等、医療従事者

向け認知症対応力向上研修と連携の仕組みづくり 
【総事業費】 
5,613 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（千葉県医師会、千葉市医師会、千葉市に委託） 

事業の目標 ・認知症サポート医認定数  

208 人（平成 26 年度）→ 228 人（平成 27 年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 

 960 人（平成 26 年度）→ 1,080 人（平成 27 年度） 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者数 

 374 人（平成 26 年度）→ 380 人（平成 27 年度） 

・認知症サポート医地域連携研修会の開催 

 6 回（平成 26 年度）→ 6 回（平成 27 年度） 

・認知症サポート医による普及啓発事業 

 3 市町（平成 26 年度）→ 3 市町村（平成 27 年度） 

 

・認知症の早期発見・治療と適切な対応が図られる。 

・認知症サポート医のスキルアップ及び関係者との連携が図られる。 

・認知症医療に係る正しい知識の普及が図られる。 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

事業の内容 認知症の人やその家族を適切に支えるため、早期診断・治療と適切な対応が

図れるよう、認知症サポート医の養成及びかかりつけ医、病院勤務の医療従

事者を対象とした認知症対応力向上研修を行うとともに、各地域における医

療、介護、福祉の地域連携体制を強化する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,613(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 3,438(千円) 民 3,438 (千円) 
都道府県（Ｂ） 1,719(千円) うち受託事業等

（再掲） 

3,438 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 5,157(千円) 

その他（Ｃ） 456(千円) 
備考  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 46】認知症初期集中支援チーム員研修事業 【総事業費】 
6,149 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（国立長寿医療研究センターに委託） 

事業の目標 ・初期集中支援チーム研修受講市町村数 

54 市町村（平成 27 年度） 

 

・初期集中支援チームが整備されている市町村数 

 54 市町村（平成 30 年度） 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

事業の内容 認知症の人や家族に関わり、アセスメント、家族支援などの初期の支援を

包括的、集中的に行い、自立生活のサポートを行う初期集中支援チーム員の

資質の向上を図るため、研修事業を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
6,149 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
4,101 

基
金 

国（Ａ）  (千円) 
4,101 

民 (千円) 
 

都道府県（Ｂ） (千円) 
2,048 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
6,149 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 

 

 



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.47】認知症介護実践者等養成事業 
      

【総事業費】 
2,009 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（ちば地域密着ケア協議会に委託） 

事業の目標 ・認知症介護サービス事業開設者研修受講者数 30 名以上 

・小規模多機能型サービス等計画作成者研修受講者数 50 名以上 

  

・地域密着型サービス登録事業者数  

792（平成 26 年）→ 増加（平成 27 年）   

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 認知症介護の指導的立場にある者等に対し、適切なサービスの提供に関す

る知識等を修得させるための研修を実施することにより、認知症高齢者に対

する介護サービスの充実を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
2,009 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
1,163 

民  (千円) 
1,163 

都道府県（Ｂ） (千円) 
582 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
1,163 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
1,745 

その他（Ｃ） (千円) 
264 

備考  

 

 

 



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No. 48】市民後見推進事業 【総事業費】 
11,500
千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

市町村 

 

事業の目標 ・市民後見推進事業実施市数 9 市（平成 27 年度） 

 

・市民後見人が安定的に確保できる市町村の増加が図られる。 

 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

事業の内容 認知症の人の生活を地域で支える体制づくりのため、市町村において市民

後見人を確保できる体制を整備・強化し、地域における市民後見人の活動を

推進するために、市民後見人養成のための研修等を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  (千円) 
11,500 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公  (千円) 
5,800 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
5,800 

民 (千円) 
 

都道府県（Ｂ）  (千円) 
2,900 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
8,700 

その他（Ｃ） (千円) 
2,800 

備考  

 

 

 



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材養成・資質向上事業 

事業名 【No.49】地域包括ケアシステム構築市町村支援事業 【総事業費】 
7,619 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（事業者に委託） 

事業の目標 ・中央勉強会の開催 1 回（平成 27 年度） 

・ブロック会議の開催 6 回（平成 27 年度） 
・市町村と医療・介護の広域連携会議 8 箇所（平成 27 年度） 

・介護予防・日常生活支援総合事業実施に向けた市町村職員のための研修等 

市町村セミナーの開催 6 回  

意見交換会 10 圏域 

・生活支援コーディネーター養成研修受講者数 200 人（平成 27 年度） 
  
・地域ケア会議を開催している市町村数 54 市町村（平成 29 年度） 

・地域の医療・介護関係者が参画する会議を開催している市町村数 

 54 市町村（平成 29 年度） 

・介護予防・日常生活支援総合事業実施市町村数 18 市町村（平成 27 年度） 

・生活支援コーディネーター養成数 400 人（平成 29 年度） 
事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

事業の内容 平成２６年６月の介護保険法の改正により、地域包括ケアシステムの構築に

向けて市町村が実施する地域支援事業の充実に関わる人材の養成及び資質

の向上を図るために、研修等を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 7,619 (千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 1,850 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 5,079(千円) 民 3,229(千円) 
都道府県（Ｂ） 2,540 (千円) うち受託事業等

（再掲） 

3,229 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 7,619 (千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材養成・資質向上事業 

事業名 【No.50】地域包括支援センター職員等研修事業 【総事業費】 
4,636 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（千葉県地域包括・在宅介護支援センター協会に委託） 

事業の目標 ・初任者研修受講者数（介護予防支援を主とした研修） 

138 名（平成 26 年度）→ 160 名（平成 27 年度） 

・現任者研修受講者数（総合相談、包括的、継続的ケアを主とした研修） 

129 名（平成 26 年度）→ 160 名(平成 27 年度） 

 

・地域包括ケア体制の構築について、理解できたと回答した者の割合 

 90％以上（平成 27 年） 

・地域包括ケア体制構築のための課題と手法について理解できたと回答した

者の割合 90％以上 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 地域包括ケアシステム構築にあたりコーディネーター役を担う地域包括支

援センターの職員の資質向上を図るための研修を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

4,636 
基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 

3,090 
民 (千円) 

3,090 
都道府県（Ｂ） (千円) 

1,546 
うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
3,090 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
4,636 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 
  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.51】コミュニティソーシャルワーカー育成事業 【総事業費】 
3,757 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県（千葉県社会福祉協議会に委託） 

事業の目標 ①生活支援・介護予防の担い手となる地域住民を対象とした基礎研修人数 

150 人以上 

②地域包括支援センター職員等を対象とした専門研修人数 30 人以上 

 

生活支援・介護予防の担い手となる職員等の育成・スキルアップが図られる 

 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 地域包括ケアシステム構築に向け、生活支援・介護予防の担い手となる職員

等の資質を向上するため、個別支援と地域支援を総合的にコーディネートし

ながら、地域社会づくりを実践する者（コミュニティソーシャルワーカー）

としての技能を習得させる研修を実施する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 
3,757 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 
2,505 

民 (千円) 
2,505 

都道府県（Ｂ） (千円) 
1,252 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
2,505 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
3,757 

その他（Ｃ） (千円) 
備考  

 
  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.52】元気高齢者の活躍サポート事業（地域のやる気支援

事業） 
【総事業費】 
10,504 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 

事業の実施

主体 

千葉県 

事業の目標 ・事業実施地域 3 地域（平成 27 年度） 

 

・高齢者の社会参加やサービスの担い手育成が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 高齢者の社会参加を促し、高齢者が地域の担い手として活躍することを促進

するため、生活支援サービス等の担い手の養成等を支援する。  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

10,504 
基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 
 

基
金 

国（Ａ） (千円) 

7,002 
民 (千円) 

 

都道府県（Ｂ） (千円) 

3,502 
うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
10,504 

その他（Ｃ） (千円) 
 

備考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 


